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 環境保全型地区計画の策定プロセスに関する研究

 －既成市街地の住民主導型事例における合意形成の在り方について－

 早田　　宰

 キーワード：1）地区計画，2）公共性，3）合意形成，4）まちづくり，

 　　　　　8）利害の調整，9）コミュニティ，10）説得

 5）住民参加，6）情報公開，7）黙示の承認，

 1．研究の目的

 　都市空間の成熟化，環境意識の高まり等の中で，地区

 特性に応じて良好な居住環境を保全することが望まれる
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ようになってきている。こうした要請に応え得る制度の

 代表的なものとして地区計画がある。本制度を用いて地

 区レベルで容積や高さを制限することが可能である。し

 かし，その際，必然的に一定の私権制限を伴い，そのた

 め地域空間の在り方を再検討する必要が生じることから，

 既成市街地においては地域住民の合意を得ることが難し

 いと考えられてきた。現在のところ，その進め方につい

 て十分な研究成果があるとはいえない。

 　本研究は，住民主導で進められた事例を中心に調査し

 て，環境保全型地区計画の策定プロセスにおける合意形

 成の在り方を考察することを目的とする。

 2．環境保全型地区計画の性質

 2．1環境保全型地区計画の定義

 　環境保全型地区計画とは，本研究においては①居住環

 境の保全を目的とし，地区計画を締結し，②容積あるい

 は高さの制限を行っている地区と定義する。更に，③既

 成市街地の事例（区画整理事業，新住宅地開発の地区を

 除く）であることとした。また，④指定容積率が200％

 以上であること，あるいは，⑤住民の発意であること，

 のいずれかを満たすことを追加条件とした。

 2．2環境保全型地区計画の意義及び特質

 　環境保全型地区計画の意義は，住民の合意に基づいて

 一般規制による建築制限をより厳格化し，居住環境の維

 持を図ることにある。それゆえ，住民の地域の土地利用

 の在り方を制約するという特質を持つ。このような都市

 計画の行為に対して住民全体の了解を得るためには，地

 域空間の使い方に対する基本的な原則をつくり上げるこ

 とが不可欠となる。環境保全型地区計画の策定過程は，

 地域のハード・ソフト両面にわたる住民間の合意を形づ

 くることによって，地域社会が地域空間の維持管理能カ

 を取り戻していくプロセスにほかならない。

 2．3学際的アプローチのねらい

 　環境保全型地区計画においては，合意の結果である計

 画内容のみならず，合意の形成に至るプロセスもまた極

 めて重要な意味を持つ。従って，計画策定の方法論を確

 立するためには，合意形成のプロセスを多面的に分析し，

 その成果を有機的に結合させることによって，策定過程

 の全体像を描き出すことが必要となる。

 　本研究は，以上の認識に立ち，既存事例の合意形成過

 程の特徴について，都市計画学，都市社会学，及び法社

 会学の視点からおのおの検討を加え，その成果を持ち寄

 ることによって，環境保全型地区計画の策定過程に関す
 る一般解の提示を試みるものである。

 3．研究テーマの設定と方法

 3．1環境保全型地区計画の一般的特性－都市計画学的

 　　考察

 　現在までに策定された環境保全型地区計画の事例調査

 を行い，その一般的傾向を4．で明らかにする。

 3．2都市的社会における合意形成の在り方－都市社会

 　　学的考察

 　地区計画は，地域社会が地域空間の維持管理を行うこ

 とを制度的に保障するものである。このような認識に立

 って，5．で，住民間の合意形成過程において地域社会

 に展開された社会過程について考察する。更に，これに

 基づいて，住民主導型の計画策定過程を時期区分し，合

 意形成過程の一般モデルを提示する。

 3．3　まちづくりにおける公共性－法社会学的考察

 　地区計画の策定過程は，地域空間の在り方に関する地

 区住民の私的な個別意思が，住民集団による意思決定を
 　　　　　　　　　　　　　　 通じて地域社会の共同的意思に収斂することによって，

 都市計画としての公的性格を獲得するプロセスでもあ

 る注1)。そうだとすれば，地区計画の策定に向けて住民

 の共通意思が形成される場合に，どのような条件が充た

 されれば，単なる住民間の利害の一致を超えたものとし

 て，これに都市計画としての公共性が付与され得るので

 あろうか。この課題を6．・7．において考察する。

－213－



 3．4研究の方法

 　1次調査は研究対象地区にアンケートを行った。回答

 者は政策担当者注2)とした（郵送23事例，回収22事例）。

 結果を表3－1に表す。

 　2次調査として1次調査地区の中から，地域特性に配

 慮し3力所の典型地区を抽出した。①中京区麩屋町通笹

 屋町地区（京都市），②東めじろ台地区（八王子市），③

 自由通り沿道八雲地区（目黒区）である。これらに対し，

 ヒアリング調査及びまちづくりニュース等の資料収集を

 行った。ヒアリング調査は行政担当者，住民リーダー，

 関与した専門家を対象とした。

 4．環境保全型地区計画の一般的特性

 4．1適用状況

 　初めに環境保全型地区計画の一般的特性を検討する。

 まず，表3－1より全国の地区計画の内容を見ていく。

 　面積は中京区麩屋町通笹屋町（以下笹屋町）地区の

 0．8haからめじろ台地区の107．0haまでと様様である。

 地区の面積に特定の傾向はない。

 　次に締結内容のパタンを考察する。①用途地域の変化，

 ②規制内容，③その他関連施策の投入の3条件から緩和

 と規制の関係について分類した。その結果，①）用途地域

 によりべ一スの容積等の緩和があった場合に，地区計画

 によってきめ細かな環境を担保したもの（太子堂2・3

 丁目地区等），②再開発や住環境整備諸事業が適用され，

 地区計画と抱き合わせで指定されたもの（仲町愛宕地区

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表3－1

 等），③地区計画の中に一定の条件を付し容積緩和を認

 めており，その一方で引換として規制の項目を設けてい

 るもの（呉市，広島市都心居住地区），④緩和や関連施

 策は特になく，地区計画のみで規制を強化したもの（笹

 屋町地区等）に分類できる。

 　利用制限の上限を定める規制内容は，容積率によって

 直接的に制限を設けた事例は，仲町愛宕，宮原駅周辺，

 浮間舟渡駅周辺，尚徳町地区等の4地区のみと少ない。

 その他は高さの制限による。対象事例は指定容積が200

 ％と高容積ながら居住環境保全を目指す地区であるが，

 地区計画によって1Omや12mという第1種住居専用地

 域と同等の環境を目指す場合と，更に，仲町愛宕，浮間

 舟渡駅周辺，笹崖町，太子堂2・3丁目地区等のように

 20～25mの都市型住宅の水準を設定する場合がある。一

 般に都市部での高さの制限は，第1種住居専用地域と高

 度地区を除けば，道路幅員による容積の制限や斜線制限

 の中で逆算されおのずと設定されることが多く，歯止め

 をかける適正な高さの水準は見定めにくい。これらの地

 区は水準の再設定に当たり，きめ細かな検討とその合意

 が必要となる。

 　さて，締結内容のパタンと規制内容の関係では，第1

 種住居専用地域並の環境の保全（9～12mの高さ制限）

 を定める事例以外では，パタン①のべ一ス緩和＋地区計

 画を行う事例がほとんどである。緩和的な用途指定を補

 完する必要のある地区か，用途地域を強化する必要性が

 あるが空間的な理解が得られやすい地区のいずれかで地

 地区計画の概要

 竈簑物等
 地計区画蔓面備稿（ha〕 　　　用途の変更数字は（建べい率x0．1完・容杣率x0．1）を示す

 地区鰯　公　園
 用 容積率  高さ

 レ 面 面イ

 形態意匠

 変夏前  変更後  ×0，1％〕 ％ ml  m

 1．仲町愛宕地区（上尾市） 3．3 商業（40・8〕  同　左  20－2  1525  ●
 2宮原凪周辺地区（大宮市） 11．8 住居｛20．6，近商（20’8〕 住居　（206）近商（208）商業（408） 3040 ●
 3．海楽パークシティ地区（浦安市） 6．1 1専（lO・5）住居（20・6） 同　左  10
 4．目黒自由通り沿道八　地区（目黒区） 26．0 1専／10・6〕1專115・6〕 1専（lO・5〕1専（15．6）2専（20’6〕  12
 5．浮問渡凧周辺地区（北区） 6．1 準工（りO・6）ll〔業（20・6〕 近商（30・8〕商業（40・6）工業1130・6〕 5050  H20L7

 6．太子堂2・3丁目地区（世田谷区） 35．6 2専120．6〕衝業（60．8〕他 2専（2（〕’6）商業（60．8）他  152025

 7．喜多見凪周辺地区（世田谷区） 6．8 近商（リO・8〕  住居（20’6）近商（20・8）  15
 8瀬田南地区（世田谷区）  3．3 1専110’5）住居（30’6） 2専（15・5〕住居（30・6）近商（30・8）  12
 9．蚕糸試政5地区（杉並区） 26．1 1専u5・6）商業（40－8）他 1専（15．6）商業（40・8）他  ●  10  ○
 10気豪研究所周辺地区（杉並区） 18．O 1専（15・5〕近商（3U・8） 近商（30・8）2専（lb・o）2専（20・6） ●  10
 11．桑陽台地区（八王子市） 1．1 1専（8・4〕  同　左  9

 12．宝生寺地区（八王子市） 25．8 1専（8・4）1専120・6） 同　左  9

 13．サンランド地区（八王子市） 2．5 2専120・6）  同　左  10
 14．絹ヶ丘地区（八王子市） 48．6 1専（8・4〕2専（20・6） 同　左  9

 15．めじろ台地区（八王子市） 107．0 1専（8・4〕近商（30・6）他 同　左  9

 16東めじろ台地区（八王子市） 6．0 1専（8・4）  同　左  9

 17．東山1丁目地区（金沢市） 1．9 商業（40・81  同　左  12
 18．中京区　屋町通笹屋町地区（京都市） 0．8 近商（30・81商業（40・8〕 同　左  1220

 19．呉市都U居住地区（呉市） 6，0 住居（20‘6）近商（20・8） 住居（20・（1）近商（20・8）  2030
 20．広島市都心居住地区（広島市） 3718 準コニ｛20・6〕  住居（30・6〕  2030
 21．尚徳町地区（烏取市） 7．2 ■近商（30・8〕  商業（40・8〕  25－4
 22．基山町白坂地区（佐賀県） 8．3 住居120・6）．無指定 住居（20・6）  15

 灼　　　｛●　　■●舳”　　　■‘　　　■●舳他 凡例　商薫：繭薫地域、佳居：住屠地域近商＝近鐵繭薫地垣，1専＝算1桓住屠専用地域、準工＝箏工薫地竈．工薫：工纂地域。
 　　2草：第2桓佳屠専用地域．住居1佳屠地域
 　　●＝条例で決定　O：条例化はされていない　◆：2／3以上住宅　敦地面積）300㎡　蟹面後退0・75mを条件に300％に靱和
 　　容積率O中の敷字x　O．1％＝容積曄　高さにおける2垣薫の数字：地域内に2地区のソー一ンがあり昌なることを示す
 　　高さにおけるH，L＝高さの上限と下限の設定があることを示す
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 区計画が使われているといえる。しかし，それ以外の条

 件の地区として，仲町愛宕，東山1丁目，笹屋町地区等

 があった。また①の事例は行政発意が多いのも特色であ

 る。

 　以上の分析から，環境保全型地区計画は指定容積が

 200％以上で現況が低層主体の住宅地で住民主導で適用

 するか，あるいはべースの緩和の機会に何らかの環境担

 保措置を講ずる場合に行政主導で適用することが一般で，

 その他の事例は特殊ケースであること，等が分かった。

 成，学習過程の主導は行政が行うものが多い。東めじろ

 台，東山1丁目，笹屋町地区はいずれの過程も住民主導

 である。特殊なのは，動因は行政提案であるが，その後

 の気運醸成と学習過程は住民が中心の事例でそれには，

 仲町愛宕，目黒自由通り沿道八雲（以下自由通り）地区

 がある。行政主導と住民主導の中間の型といえる。

 　プロセス全体への住民の主体的なかかわり方は，大変

 強かった，かなりあったという地区が多い。一方，住民

 のかかわりが余りなくて決定している地区も少なくない。

 4．2期間，動因及び過程の主導

 　次に表4－2より策定過程を考察する。策定時期は，

 1981年蚕糸試験場地区で開始されたのが最初で，特に

 1984～1987年の間に全国で数事例開始されている。締結

 時期で見ると，1983年より出始め，1987年に6事例と最

 も多い。それ以後は年間1事例ほどである。

 　話し合い開始から決定に要する期間は，白坂地区の10

 ヵ月から東山1丁目地区の5年8ヵ月までとばらつきが

 あるが，おおむね3年以内に決定している事例が多い。

 また，その過程で素案の提案に要する期間は，尚徳町地

 区の1ヵ月から東山1丁目地区の5年2ヵ月までとこれ

 も様様であるが，1年以内に提示している事例も多く，

 おおむね2年以内に提示されている。地域紛争や住民運

 動から始まった事例は必然的に長引く傾向がある。

 　動因は，行政が提案したものとそれ以外（住民呼びか

 け，地域紛争，反対運動）が半半である。初期気運の醸

 4．3合意形成過程上の間題点とその解決

 　次に表4－3より合意形成過程における問題点とそ、の

 解決について考察する。典型的な問題点として，①住民

 間の利害の対立，②住民間の価値観の相違，③住民間の

 感情的な対立，④周辺地域との整合性，⑤行政と住民の

 イメージの相違，の5点を挙げ，アンケートでそれぞれ

 解決に向けた苦労の大きさを4段階で設問した。その結

 果，多くの地区が余りなかったと答えたが，経済的利害

 は，喜多見駅周辺，蚕糸試験場，気象研究所周辺，白坂

 の4地区が，価値観の相違は，自由通り，太子堂2・3丁

 目，喜多見駅周辺，めじろ台の4地区が，感情的な対立

 は，自由通り，太子堂2・3丁目，喜多見駅周辺，呉市都

 心居住の4地区で認められた。周辺地域との整合性の問

 題は呉市都心居住地区のみが挙げた。また，行政と住民

 のイメージの相違は，喜多見駅周辺，蚕糸試験場，気象

 研究所周辺の3地区が挙げた。また，郊外住宅地の環境

 表4－2  環境保全型地区計画の決定プロセス

 動因  初期気運の醐成 学習過程の主導 住民の主体的かかわり
 　　　　　　　　　　年度豊合。嚇ト弩㌔（灘鍵

 行1住嚢o案1曹 地1そ蹴二1譲 肇1婁嚢 鯵1ら1ら萎1嚢1え1レ1暑… 大1か1あ変1な1ま繋11た＝た1 全くない

 82　83　84　　85　　86　　87　88　89　90　91　92　93　94

 1．仲町愛宕地区  ＊1  1＊ ＊1  1＊1
 2．宮原駅周辺地区

 羊‡鱗羅3

 ＊1  ＊1  ＊1  1＊
 3．　パークンァィ地区  ＊1  1＊ 1＊1  1＊1
 4．目黒自由通り沿道八曇地区  ＊1  1＊ 1＊1  ＊1
 5．浮問　渡駅周辺地区  ＊1  ＊1  ＊1  1＊
 6．太子堂2・3丁目地区  ＊1  ＊1  1＊1  1＊1
 7．多見駅周辺地区  ＊1  1＊  1＊1  1＊1
 8．瀬田南地区  ＊1  ＊  1＊  1＊
 9．蚕糸試険場地区　　　　81．  1＊  ＊  1＊1  ＊1

 1＊  ＊  1＊1  ＊1
 1＊  1＊1  1＊1

 鵠誓護周辺地区8110、婁試5鰐海。1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’1l1警警地区　　　㏄1蛯等撚714．絹ケ丘地区　　　　　　　　　　　　　　　　86．10●■：◇●187．11

 1＊ ＊1 1＊  1＊1  1＊1
 1＊  1＊1  1＊1

 ＊ 1＊  1＊1  1＊1
 15．めじろ台地区  84684．5 日寒弩11f

 ＊1 1＊  1＊1  1＊1
 16．東めじろ台地区  ＊1  1＊  1＊ 1＊1
 17．東山1丁目地区  82．8  8511鮒鰐鳩、。右釧、。

 ＊：  1＊  1＊ ＊1
 18．中京区麩屋町遍笹屋町地区  ＊1  1＊  1＊ ＊1
 19．呉市都U居　地区  ＊1  ＊1  ＊1  1＊
 20広島市都U居住地区

 g6．20◇・●87．3隷妻淋・・事。。、
 ＊1  ＊1  1＊

 21．尚徳町地区  ＊1  ＊1  ＊1  1＊
 22．基山町白坂地区  　　一　　　　　　　・87．9●◇●88．71 ＊＝  ＊1  ＊1  ：＊

 ＾n　R 88．6
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 保全のケース等では，感情的対立や周辺との整合性は全

 く問題がなかったと認識されていた。

 　以上から，多くの行政担当者は様様な問題がある反面，

 苦労とはとらえていないこと，一方，経済的利害の対立

 や価値観の相違，行政と住民のイメージの差等の解消に

 苦労するケースもあること，しかし感情的対立，周辺と

 の整合性等は問題が発生しない例も多いことが分かった。

 4．4住民参加と情報公開の手段

 　さて前項のような問題の解決手段について表4－4よ

 り考察する。住民参加と情報公開を，①不満・苦情等の

 意見を聴く役割・場，②妥協の条件を話し含う役割，③

 話し合うための資料を作成・提供する役割，④話し合い

 の経緯を情報公開・説明する役割，⑤最終的合意条件を

 具体的に提案する役割，⑥最終決定で不利益を被る住民

 の相談・救済をする役割の6つのタイプに分け，アンケ
 　　　　　　　　　　　　だれ ートでそれぞれについて誰（行政，専門家，協議会，町

 会，有力者，の別）がどのような場（説明会，個別相談，

 ニュース・はがき，の別）でその役割を果たしているの

 かを凡例に示す9つの分類で設問した。

 　その結果，最も一般的に用いられる場は，行政，協議

 会構成員による説明会の場，ニュース・はがき等が多か

 った。また，専門家が説明会の場でいろいろな役割を果

 たすケースも，仲町愛宕，宮原駅周辺，自由通り，太子

 堂2・3丁目，喜多見駅周辺，めじろ台地区等の事例で

 見られた。また，①不満，苦情聴取，②妥協条件討議，

 ⑥不利益救済，等の解決として専門家による個別相談の

 場が利用されるケースが多かった。また太子堂2・3丁

 目では協議会構成メンバー自らが，②妥協条件を話した

 り，⑥不利益救済に当たっていることが見られる。

 　以上から，一般には，行政，協議会が説明会等の場で

 行うことが多いが，専門家が説明会，個別相談の場で行

 うことも多いことが分かった。

 4．5小括

 　環境保全型地区計画はまだ策定が比較的容易な事例か，

 緩和の要素を伴った事例がほとんどであること，しかし

 一方，困難と思われる都市型住宅地の高さ水準の再設定

 の合意に成功している地区もあること，それが住民主導

 の場合もあること，発生する問題の解決も専門家等の公

 開，非公開の場における様様な支援を得て行われている

 こと，等が分かった。　　　　　　　　　（早田　宰）

 5．都市的社会における合意形成の在り方

 5．1事例の概要

 　1次調査地区の中から①笹屋町地区，②東めじろ台地

 区，③自由通り地区の3事例を抽出した。その概要を表

 5－1～3に示す。

 表4－3  合意形成プロセスにおける問題とその解決

 プロセス間で発生した問題

 （凡例）◆…解消に大変苦労した▲…解消にやや著労した△…余りなかった一…全くなかった

 ③住感民情間的のな　対　立 ⑤行イ政メと1住ジ民のの相　違

 1．仲町愛宕地区  △  △  △  △  △
 2．宮原駅周辺地区  △  △  一  一  △
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 表5－1　笹屋町地区の地区計画策定過程

 ■薫及ぴ状況の経緯
 　笹屋町は，京都御所の南側に位
 置する面積約O．8haの地区であり，
 町屋建築を活かした落ち満いた街
 並みを形成している。1988年4月，
 これまで共同住宅のなかった当地
 区に，5階建ワンルームマンショ
 ンの建設が計画された。これに対
 して、町内会を．主体に反対運動が
 組織される。この運動の過程で，
 ワンルームマンションを阻止する
 ことを主眼として，地区計画が策
 定されることとなった。

 参加手法
 　町内全長を委員長とする「建設
 対策協議会」は、市役所と協議を
 重わながら、地区計画の実質的な
 原案を作成した。また、協議会が
 開かれる度ごとに「建設対策協議
 会報告」が発行され，住民に対し
 て協議事項の周知が図られた。更
 に、町内を組単位で3ブロックに
 分け，卜数名規模の説明会がおの
 おの3固ずつ開催されている。

 目棚空間イメージ形成の過程
 　以上の過程を通して住民間の討
 議が重ねられ，合意の形成が促さ
 れる。その結果，協議会結成から
 わずか半年後の1988年10月には．
 町内会総全において，地区計画の
 原案が承認されるに至った。
 　原案の作成においては，いかに
 ワンルームマンションの建設を防
 止するかということが焦点となっ
 た。建物の高さは，日影規制の範
 囲を検i討した緒果，現状の敷地形
 状では実際には3階程度しか建て
 られないためそれ以上の高さは不
 要と判断し、15m（ただし商業地
 域では20m）に制隈された。
 　当初提出された原案をめぐり行
 政内部の調整が手聞取ったたため，
 都市計圃決定（1992年3月）に至
 るまでには要望書の提出から約3
 年半も要している。結局，当初案
 を修止して，「住戸数のづち，床
 若しくは壁又は｝iで区画された各
 住戸の床面積が39m似上のものが
 3分の2未満である共同住宅」の
 建築を禁止することで落ち蒲いた。
 なお，地区計間の策定と併せて

 建築協定を締結している一点でも，
 当地区は注目に値する。

 時期 年月目  垣易  参加  転欄
 西后  回 ．1・ ・… 区分  者教  主な内容  ・・…・

 讐  21 45  7810
 88，4．24 1

 胎 88．4  ◇
 助 88．5  ◇
 期

 ．3－6号発行
 88，6．24  ‡マンション業者との協竈会蘭催
 88．6．25  巾代表5名、市役所都市計画諫で地区計画の説明を聞く

 ．■．一一． ・．‘■．．．一一 ・・． ■　一一一　・　一．1・ ■■■一． 一．・1■一・一・一・・一．・．・．一一・一一一…　　1■一一一一一一一●●1…　　．■一一一一‘・■・・．■・・…　　‘‘一■■■・．・・…　　一一一一一・一…　　． 住  ‘一｛・． 88，6．27
 民 88．6
 組

 多
 88．7．4 9  （11） ‡地区計画専門委貝として5名を選任　　まちづくり竈章の作成を決定

 一・・． 一　．・●一　・　… 一一一一一 …　　．．一．・・一一・…　　一■・■一一・・・…　　‘．．．一．…　　一I一一一一一…　　‘．・I1・・…　　一・・‘■・1．・一■一・．．．・I一・一一一．・・．1 （28） 凸都市計画誤による地区計画制度説明会を閑催‡14－19号発行
 一一く一・

 （60） ‡「笹屋町まちづくり竈章」を採択
 ．一一・　‘　I・■　．　・■一 ‘‘一・・ ・一…　　■■■一一・・．．・．・‘一一一■■11・・一一・・■■■・・・・…　　‘‘■■一■一一・・．・．■一一一一一一一一…　　一・・一一一一一一一・・i一一一■■一

 き
 88．8．8 14  （11） ‘地区計画による用途制限をめぐって活発な意見交換 ・　・，i一
 88．8I  ◇  ‡20－23号発行  1★
 88．9．5 17

 ヨ  （14） 住
 ｝プロック別説明会の開催を決定

 88．9．9 1
 88．9I1O

 ‡地区計画専門委員によるプロック別説明会（5・6組）
 民  1  ，  ‘同上（3・4組．ユ・2組）  ★

 88．9．30 2  ，  ○第2回ブロック説明会（1・2組，5・6組）  ★ 合
 意 88．9  舎  ．24－26号発行

 ★
 の 88．10．ユ 2

 88．10．3
 ；  ‡第2回プロック別説明会（3・4組）

 形  20  （15） ○都市計画課による地区計圃原案の提示を受けて、内容を検討
 ★

 成 88．10．5 3  ，
 88．10．6

 ‡第3回プロック別説明会（1・2組） 3  ，  ‡同上（3・4組）  ★
 期 88．10．7 3  ；  ’同上（5・6組）  ★

 88．1O．10  （34） ‘地区計画原案支持を満場一致で採決  ★
 88．10，24  ・r地区計画に関する要望書」を地区計画原案とともに市に提出 ★

 一→一
 ★

 ’・‘i一■・ 一一一・・．一　・一一 ・一一・　　　．　　　一・■　　　． ・．11． 一一一・ii1II一一．．一…　　‘・．一一・・一・i・・一一一・・一・・■一．■一・・一・・i一一一・…　　一・‘・‘i■■11・・・…　　■一一■・・一・一・■一■一 88．10  ◇  一・≒一1・一 ．27－30号発行
 88．11．8 23  （ユ4） 88．12，1 1■  （31）
 88．12．n 1

 ‡今後は直築協定に取り組む方針を決定‡建築協定の欄結に向けて努力する方針を決定‘建築協定プロック別説明会（町内3・4組）

 88．12．17 1  ■  ‡同上（5・6組）
 88，12．21 1  ；  ○同上（1・2組）
 89．1．9 1

 ご  ‘建築指導課による建築協定説明会を開催
 89．1．11 2
 89，1．13 コ

 ‘再度の建築協定プロック別説明会（1・2組） 2
 ；

 ‡同上（3・4組）
 89．1，14 2  ‘同上（5・6組）
 89．2．17 31  ，  （11） 89．3．12  牟

 ．プロック別の意見を集約して、建集協定の原案を作成．建簗協定原案に費同
 都 89．3．15  ｝40号発行
 市 89．3－25  ！  “第1回建祭協定合意書提出
 計 89．4．8

 89．4．17
 ‡第2回建築協定合意書提出

 画
 決 89．6．7  ｝r地区計画に関する要請書」を市に提出し、早期の都市計画決定を要望する‘建集指導課に建纂協定合意書及ぴ建集協定認可申請書を提出

 定 89．6．20
 期 89．8．15  ・代表7名・都市計画課に地区計画の早期決定を要謂“建祭協定認可

 89．10．19
 90．3．6

 1◇
 “再度、　「地区計画に関する要請書」を市に提出し、早期の都市計画決定を要望する‡会長、都市計画誤に地区計画の早期決定を要請

 90．4，15  ．50号発行
 90．4．20
 90．7．26  ○代表5名、都市計画課に地区計画の早期決定を要請｝建築指導諫より地区計画修正案提示
 90．8．27
 90．9．11

 ．地区計画修正案について建築指導誤より説明
 90．9．20  “建築指導課に対し修正案に関する申し入れ‡建築指導課より再度、地区計画修正案提示
 90．9．29  （28〕 ‡地区計画修正案を承認
 90．11．15
 90．12．5  ．「地区計画に関する要望書」を市に再提出‘地区計画原案雌口
 91．1O．24  “京都府都市計画審登会、笹屋町地区地区計画案を承認
 91．n，7  ．地区計画案縦覧
 92．3．12  ‘地区計画の決定告示

 　　　　　　　　　　　　　　　　凡例　　．1△…組饒化以前の中心メンパーの会　　　　　　　　　　補◇…ニュース　（建設対策協竃会報告）
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　．2■…組篶形成化後の中心メンパーの会（建設対策協竈会）　．7★…組織（遺助）上の転概
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　‡3■…プロック別の集会（プロック別説明会）　　　　　　‡8★…計画作成上の転欄
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　．4■…地区内の全住民総会（町内会総会）　　　　　　　　“9★…合意形成上の転欄
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　祐ロ…行政主催の集会（説明会）
 　①は伝統的な街並みを維持した地区に高層ワンルーム　　　層の利害関係を代表する多様な社会集団が併存し，それ

 マンションが計画された都心周辺部，いわゆるインナー　　　ぞれの立場で活動を行っている。

 シティの事例である。当地では，旧市街地の環境が維持

 される反面，住宅の狭小化，老朽化，居住人口の高齢化

 が進行している。地域内には旧来の社会組織と密度の濃

 い社会関係が永い間維持されている。

 　②は郊外の一体的な住宅地開発地で，周辺自然環境の

 乱開発と相続に伴う地区内敷地の細分化が発生していた。

 ホワイトカラーが集住することによって形成された郊外

 住宅街地区であり，地域社会は①と対照的な傾向を示し

 ている注3)。

 　③は新旧住民の混在した都市縁辺部の良好1戸建住宅

 地で，沿道商業化が用途地域緩和とともに進んだ事例で

 ある。都心周辺部の農地が宅地化することによって形成

 された，旧農家地権者を中心とする旧住民層と新中間層

 としての性格を持つ新規来住層，そして彼らを対象とし

 た中小の商店主層からなる注4）地域である。様様な社会

 5．2地域特性にかかわる合意形成の在り方

 　地区計画の策定過程においては，地域社会の構成員す

 べてが計画内容及び地域社会におけるその意義について

 正しく理解し，各自の文脈で読み替えた上で合意するこ

 とを通して住民総意が形成されるパタンが理想であろう。

 しかしながら現実には，住民の意向の調整が困難であっ

 たり，計画内容の理解に深浅があることが多い。これを

 克服して合意形成に至った事例を理解するためには，地

 域社会特性との関連で合意形成過程を把握する必要があ

 る。以下，奥田の提示した類型注5)に依拠しながら，各

 地域における合意形成過程について見よう。

 　笹屋町地区は伝統的地域社会の特性を維持し，「地域

 共同体モデル」に該当する。活動は町内会の下部組織に

 よって，町内会組織の持つ資源を活用しながら展開され
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表5－2 東めじろ台地区の地区計画策定過程

■集及び状況の経樽
　斜面縁地を削った3階建マ）シ
ョンの建設計．珂への反対運動が発
端である。斜面は付近に残された
最後の緑地帯であった。運動が現
実的な成果をトげるために地1メ＝計
両の策定は不可欠であった。「住
環境を守るために地区計画を選択
する」が基本方針である。

参加手法
　住民は，「東めじろ台環境を守
る会」を通じて計両策定に参加す
る。「守る全」内には、地区計両
研究委員会，地［メ1計I珂研究役員会，
地区計一由嘩備委員会，まちづくり
委員会，まちづくり特別委員全が
設置され，市都市計碑j課による説
明会，町会組織をもとに12グルー
プを繍成し説明会を実施するとと
もに，会員全体を対象としてまち
つ’くりニュース　（rうぐいす」）に
よるリアルタイムな報告がなされ
た（全42号〕。また，折に触れて，
総決起大会、青空依民大会、まち
づくりアンケート，祝賀住民大会，
まちづくり計1曲j会■議，まちつ’くり
フェスティパルなどが行われ，地
区住民は様様なレベルで地1メ1計画
策定に関ケすることが可能である。

目標空間イメージ形成の過程
　本地区の運動は分譲時の「緑の
丘．に囲まれた好環境」を守ること
を出発一、一工にしている。
　85年に掲げたまちづくりのねら
いは，①緑を守ること，②1戸建
住宅を守ること，③宅地の細分化
を防ぐこと，④円照を守ること，
⑤生沽の安全を守ること，の5つ
であった。
　目標空閻イメージとしては，　1
戸建2階建以ドを前提としている
が，二世代同屏の住まい方を想定
し建築物の高さ制限を決定する際，
屋根裏部屋の存在を考慮し，やや
緩い9mを採用した。
　また，棚続時の敷地分割の発生
のおそれに対応して，敷地面積の
最低限度を決めている。また，壁
面の後退距離は70㎝を採用してい
る。

時期
区分

胎
助
期

住
民
組
織
化
期

共
遍
認
識
形．
成
期

住
民
意
の
形
成
期

都
布
計
画
決
定
期

年月目
西　眉

84．5．12
84．5．20
84．5．30
84．6．王6

84．6．30
84．7，1
84．7．21
84．7．28
84．8，1
84．8，9
84．8．10
84．8．22
84．9．19
84．9．22
84．1O．6
84．10，8
84．lO．20
84．10．27
84．10．30
84．11．12
84．11．17
84．12．ユ
84．12，8
84．12．20
84．12．29
85－1，5
85．1．26
85．2，2
85．3，2
85．3．15
85．4．6

8ξ一．4．13
85，5．11
85．6，1
85．6，8
85．6，9
85．6．15
85．6．15
85．　6．1？■
85．6．22
85．7．13
85．9．28
85．9．28
85．10，5
85．11，8
85．11．l1
85．ll．26
85．11．14
86．2，8
86．2．18
86．3．29
86．4，5
86．4．14

86．4．30
86．5．28
86．7，3
86．7．12

86．8．29
86．8．31
86．11．22
86I1l．22
87．1．ユ
87．1．15
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凡例 ‡1△…組繊化以前の中心メンバーの会（東めじろ台環境を守る会役員会）
‡1▲…組繍形成化後の中心メンパーの会（東めじろ台環境を守る会役員会）
η■…地区の代表者で構成される集会（まちづくり委員会）
‡3■…プロック別の集会（まちづくりグループ説明会）
亡4■…地区内の全住民総会（東めじろ台環境を守る会総会）

た。リーダーは名望家2名（停年退職サラリーマン及び

商店主）+専門家（弁護士）である。名望家が活動を始

めたのは，たまたま町内会の役員であったからであり，

専門家は町内の人間関係を通じて，活動の初期でリクル

ートされた。活動の推進はリーダーによる専門知識の習

得によるところが大きく，行政及びプランナーの直接関

与はほとんど認められない。「お町内注6)」における杜会

組織の利用及び旧来からの社会関係に裏付けられた信頼

関係の存在と，リーダーたちの献身的努力が成功の要因

である。

東めじろ台地区は新中間層からなる新興住宅地が住民

運動の経験を通じて，コミュニティ形成の途にあった地

域であり，「コミュニティモデル」に該当する。ここに

‘沿道住民有志、東めじろ台環境を守る会（仮）に団結
・r東めじろ台環境を守る会」単備委員会発足
．地区役員侯補決定
・東めじろ台環境を守る会結成大会…会則、会費、役員の決定…

‡役員会…交渉方針協竃
・創刊
‡役員会■交渉方針協譜　‡建築協定、地区計画の研究に取り組むことを決定
・役員会…交渉経過討識
‡発行
‡発行‡役員会‘交渉新展開協議　‡市の地区計画説明会を開く
‡法律悶題・地区計画研究役員会　オ住環境を守る最良の道は地区計画の策定
‡発行
‡合同役員会　‡地区計画の推進、啓蒙のため’うぐいす」特集号発行を決定
‘役員会．発行　．地区計画特集　‘まちづくりプランニング・スケジュー一ル発表
‡市長と会見。守る会一会畏役員ほか主婦中心に30名
‘役員会・地区計画準備委員会市都市計画課担当者から説明を受ける
‡助役・都市計画部長と会見。守る会一一会畏役員他主婦中心に37名
‡発行　‘市畏会見特集
“役員会・対策会識
竈役員会
，守る会青空住民大会…地区計画推進の決定
‡発行　‘青空犬会特集発行
‘役員会
一役員会
‘発行　‡アンケート特集　発行役員会
‘役員会
‡役員会…アンケート第2回実施　・まちづくり研究会実施　‡地区計画研究　・方向性検討
“発行　．京王買い戻し決定号・まちづくり研究会・役員会　‡住梨境を守るため地区計画を選択　・守る会が推進母胎へ

・役員会　“地区計画の推進策一まちづくり計画を総会にはかる　‡まちづくり特別委員会
　新設　“町会組繊を12グループに編成し地区計画グループ説明会
‡役員会…まちづくり委員の選出　‡きちづく．つ説明会の開催
‡発行　‘まちづくり説明会告知号発行
｝第」回まちづくり説明会
‡第2・3回まちづくり説明会
‘第4・51回まちづくり説明会
‘役員会‘発行（臨時号）　一第2回総会皆知号‡守る会第2総会…まちづくり計画と地区計画実施促進　‡会則の改訂　一役員の改選　　　　1★

｝発行　‘まちづくりを宣言
‡まちづくり委員総会
．発行　‘アンケート実施
．まちづくりアンケート配布（13日締め切り）
‡まちづくり計画会静・・市アンケ・一ト結果配布　‡実施同意70％以上・計画づくり閑始
‡第2回まちづくり委貝会
．発行　‘アンケート報告
‡第3回まちづくり委員会　＾まちづくり意章草案の検討、地区計画・地域画定の相談
‡役貝会“まちづくり意章草案の決定　“地区計画・スケジュール検討、ほか
“発行．まちづくり竈章案
｝第4回まちづくり委員会…まちづくり計画図の検討備・回まちづくり委貝会…地区計画修正案の鰍決定　　　　　　　紬
“守る会臨時総会　・まちづくり竈章の提案と承認‡地区計画推進の提案と承認　　　　　　≡★

．発行　．珀時総会報告
‘市竈会都市計画審詣会…東めじろ台地区計画を承認
．発行　．総会告知
・守る会第3回総会　，地区計圃実施促進・意章の具体化活動
．会則改訂提案及び承認・役員改選の提案と承認
‡まちづくりアンケート実施
“発行　．総会報告
．市都市計画審竈会…8日地区計画上提、22日承認　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1★
‡東京都都市計画春竃会…東めじろ台地区計画の承認
‡東めじろ台地区計画　施行
‡発行　‘地区計繭決定　‡東めじろ台まちづくり竈章（新印刷）記布
　　　　　　　　　　　　　　　　　　巧ロ…行政主催の集会（まちつくり作民説同月会）

＾6◇一．．ニュース（「うぐいす」）
‡7★…組繕（遺動）上の転欄
ヰ8★…計画作成上の転欄
‡9★…合意形成上の転欄

至るまでの活動の経緯は「市民運動」的であるが，対抗

運動の過程において「共同体ストック」注7）が蓄積され，

今回の活動を契機に，まちづくり運動への展開をみた。

リーダーたちは行政の有志職員らの助けを得，分譲時の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　条件（「緑の丘に囲まれた好環境」）を反古にし乱開発に

無責任を決め込む不動産会社を相手に活動を展開する。

高学歴・高収入，ライフサイクルの一致という住民の同

質性は，プライバシーの壁を超えた問題の共有を可能に

せしめ，地域特性に配慮したリーダーたちの献身的な活

動が新たなコミュニティ活動を展開，地区計画の策定を

可能とした。

　白由通り地区は「伝統的アノミーモデル」に当たり，

商店主・地主を中心とした旧住民・新規来住者という利
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■集及ぴ状況の経緯
　第1種．住牌専用地域から第2種
住居専用地域への用途地域変更へ
の反対運動が発端である。地区計
画策定の提案は目黒区から行われ
た。「住み続けられる街づくり」
が計画策定の基本コンセプトであ
る。計■珂では「建築物の高さ制
限」については規定があるが，容
稿率については規定されていない。

参加手法
　地区住民は，「街つ’くリ協議全」
を通じて計疎j策定に参加する。協
譲会内には，①協’議会総会，②地
区別懇談会が設置され，③コンサ
ルタントによる個別訪間も行われ
た。更に，④地区住民全員を対象
にする街づくリニ］．一スが発行さ
れている。以トの①から④によっ
て，地区住民は様様なレベルで地
1メ1計画策定に関ケすることが可能
である。この間目黒区は，都市計
画課内に協議会一事務局を設け，事
務作業を禍っている。

目楓空”イメージ形成の過程
　本地区の目標イメージ形成の特
徴は，伐民間の講利害の調整が，
具体的な数他1の提示、図や模，製に
よる言党明によって理．論的・説得的
に行われたことである。この説得
活動に大きな役割を果たしたのが，
2人目の街づくりコンサルタント
であるが，1司コンサルタントがH
由通りに携わり始めた’90年8月
以降，協議会運営に関して再検討
が行われている。地区別懇談会の
開催，街づくりニュースの発行は
この時一1肯を契機に始まり，その後
頻繁に固数を重ねていくことが表
5－3からも明らかである。つま
り，コンサルタントの交代を境に，
地区計1刺の協議過程がダイナ三・ソ
クに動き出したといえよう。
　住民間の利害・や意向の杷握は，
地区別懇談会，コンサルタントの
個別訪間を通じて行われ．それが
ニュースを通じて他の住民に知ら
されることになる血
　また，同じ時期に，．1二述の地区
別懇談会，プ別訪間，ニュースに
よって、建築物の高さ制隈の根拠
等が説得的に挑ホされていく。
　以上のプロセスを適じて判明し
た住民の利害や意向を，協議過程
全体に携わる位民リーダーが地1メ1
共通のものにまとめあげ，住民間
の諾利劣の対立を調整して合意を
形成していく。

表5－3 自由通り沿道八雲地区の地区計画策定過程

時期年月目 租易1 参加 転拠
西　【回 ・≡．・1者敷 主な内容 ・1・区分 a 214　5 819
89．9．21馨1 （8）

胎 89．10．6
套藷薔緩瀦碧鰯鮒世籔鑛秤度の説明 六

Iカ89．1O，20 ‡世話人会　‡街づくり協竈会の辺営
期 89．10．30審 ＊世話人会　‡街づくり規約案の検討

89．11．22 （130ホ「街づくリ協譜会（仮称）」発足 1★
・一‘‘‘‘一■・■一一．一・一・・． i・一■．一一一一・・．・・■■一一．一一■一・・‘一‘一■一．・■一一■・・■・■■一一・・一．一一■・■．■．一一一・一・一一一一一・．■．●I■・・■・一・一・一一一…1．　一一89．12．14住

④ （58）
1萎…

＊会の名称・目的・遺営方法等検討・規約承認。r協竃会」会員からr遺営委員」募集
90．1．24

民 （23）余運営委員会の梢成　ホ協讐会の進め方
90．2．8 （12）組 90．2，22 （13）

池
ホ運営委貝会の位置付け　‡日形規制等の説明‡会畏遺出（佐々木氏）　‡今後の進め方

90．3．14霧 （20）
化 90．4．4 （16）

ホ協竈会への周知方法検討　ホスライドによる事例研究ホ運営委貝会だより文案検討　‡地区計画の概要研究
期 90，4．10 ◇ 「遣営委員会だよりNo，1」　　　　ホ今後遺営委貝会が協讐会の運営に当たる

1・一■一・一．・・．1・．一■一．一　一　…　　　一　一■一．一一・一■・■一一一．一・・・…　　　■・■一一．一一・一・・…　　　1・■一一一一一…　　　‘一■1I■一■一■一一一一・‘・‘・‘一■・1・．一一・一一一・．一i■‘・■…　　　一一・90．4．26霧 （15） ・｛・・‡スライドによる地区計画研究　ホ地区計画の進め方
90．5．1O （13）‡地区計画の骨子検討（用途・高さ）※このあたりから問題紛糾‡区のアンケート問題指揃　2専地区で1専なみの強化の案出る1★

共
遍 90．6．13留 （15）

90．7．1遡
識 1萎1

“住民説明会・基磁羽査にっいて　‡今後の進め方＊墓礎詞査・地区計画素案の検討　‡協竈会総会に向けて“協竈会総会を数回閉催　“出された意見の取りまとめ等は違営委貝会が行っていく

90．7．6形 90．7．6
成 90．7－12 非第3回街づくり協詣会の開催について
期 90，7，23③ （31）‡地区計画制度について、墓撹調査・地区計画（素案）について

※具体的内容を直捜検討する方法では先に進めないことが次第にはっきりしてきた
地元対応の方法を変えることにする

・一■一一・一…　　　　　■1・■■一一90．8．20一．一・　　　・一｛ ．　一・一■・一・一一i■一■■一一・一一…　　　■・■一■一一一一一一・．●．■一■一一一一・．…　　　1－I1．一．一．一一・‘‘一■i．■・一一一．・・■一一■一・・一・嚢 ‡第4回衡づくり協讐会の開催について
90．8I29
90．9．12 ＊コンサルタントの交代について　‡これからの協識会の遺営方法について＊協竈の進め方について、今後のスケジュールについて1★

90．ユO．11姜彗 ‡地元意向の把握・地区の特性について
90．1O．26 ホ街づくりニュース原梢の検討
90．11．7 わ ホ街づくりニュースについて
90，11．9 ヨ ‡発行
90．11．29
90．12．4

嚢
■
；

‡Aプロック　　　　ホ地元意向の把擾＊Bプロック　　　　‡地元意向の把担
90．12．7 ＊Cプロック　　　　“地元意向の把握

住 90．12．13嚢1 “地区別懇談会の結果について
民 91．1．10 わ 非ニュース原稿の検討、高さ制限について
合 91，1．1O

⑭
‡発行　　　　ホ第1回地区別怨談会の報告　ホ地区の現状、問題点、共遍する認饒

91．1．31 ＊高さ制限、　『地区計画の方針」について 1★
意
の 91．2，14

91，2．25
嚢

わ ホ「地区整備計画」ニュース原稿の検討
形
成 91．3．7 ■ ‡発行　　“「地区計画」の考え方と具体的な内容ホCプロック　　＊街づくりと「地区計画」

期 91．3，13姦 ■
91．3．14 ， ＊Bプロック　　　　同上ホAプロック　　　　同上
91．3．20嚢 1◇

‡地区別懇談会の繕果について、ニュース原稲の検討
91，4．1
91．4．17 “発行　‡第2回地区別忍談会の報告一住み続けられる街づくリを承認一“協讐会繕会に向けて、ニュース原柏の検対、地区計画素案の検詞結果＊発行　　＊良好な住羽境をつくるための建築物の高さ制限を考えるホ発行　‡街づくリのルールー地区計画検討案■如

91．4．30
b

91．5．10霧 ρ
91．5，16
91．5．26 （74）

＊協竈会総会の竈事進行等について　＊ニュースの発行について
＊経過説明、地区計画として定めるルールの内容、区への提案方法についてホ協讐会総会の結果　＊街づくり提案うの内容について

★
91．5．299167⑳ ホ街づくり提案書の内容について

★
1★

．■・一■・ ■．・一一・…　　　一一一■・1・・…　　　■一■一一一・・一・・■一．一一・・…　　　一一一■■一一●・一．・■一■一■一■・・…　　　‘一一・一一一．…　　　一・■一一一1◇ ホ公告
91．8．28 （29）‡地区計画原案住民説明会
91．8．28 “雌丘　‡軒数（5）　意見膏（銅遍〕貫成91．1O．21　「目黒区都市計画蕃讐会」へ諮悶‡街づくり提案■提出

1★
部 9工．7．2市 91．lO．28 ◇ ＊公告
計 91．1O，29 53）ホ地区計画原案住民説明会

1芸

画 91，10．29
決 91．12．16

‡縦■　“軒数（1）　意見竈（3ユ遍）賛成
＊唱黒区都市計画春竈会」へ

定 92．2，28 ‡東京都へ承認申討
期 92．5．29

92．6．1
鶉綴竃都市計醐棚会」答申 1★
‡地区計画の決定告示 1★

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　凡例　　．1△…組＾化以前の中心メンパーの会（遺営準側会、世話人会）　朽ロ…行政主他の集会（街づ＜り件民説明会）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．2■…地区の代表者で構成される集会（遺営委員会）　　　　　　．6◇…ニュース（「街づくリニュース」）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　唱■…プロック別の集会（地区別蟹淡会）　　　　　　　　　　η★…組篶（遺助）上の転欄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．4■…地区内の全住民総会（街づくり協竈会総会）　　　　　　　増★…計画作成上の転棚　　．9★…合意形成上の帳棚
害の背反する層の混住する地域である。用途地域変更に　　　有志が対抗的な動きを開始する段階。マンション計画の

よる資産価値の増加を期待する前二者に対し，居住環境　　　発表や用途地域変更など，住民の意思に反して生活環境
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の悪化及び住民の追い出しを見て取る新規来住層は有志　　　を脅かす力が働いたとき，危機意識が芽生え，反対運動

活動を展開する。活動組織は，商店会・町内会とは独立　　　等が発生する。ただし，利害関係を異にし立場を異にす

した存在であり，地域社会の総意を代表する存在ではな　　　る住民すべてが，即座に態度をともにすることは期待で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かったが，行政職貝有志及び専門家の助力を得た活動の　　　きず，活動の帰趨は住民有志の行動に委ねらることが多

展開は，ついに地区計画の策定を可能とした。コミュニ　　　い。具体的には，「反対署名」等が集められる場合があ

ティの形成抜きに地域住民の総意を対外的に示したとこ　　　る。

ろにこの事例の画期的な意義がある。　　　　　　　　　　　2）住民の組織化期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住民有志が活動目標を設定し，一般住民による参加を

5．3合意形成過程の一般モデル　　　　　　　　　　　　　　　　　容易にするために，組織づくりをする段階。説明会を開

　事例をもとに合意形成過程の一般モデル（図5－1）　　　　催しリーダー層は自らが描く方向性を住民全体に諮る。

を作成した。過程の流れと各段階の特徴を以下に示す。　　　この過程で，利害関係あるいは既存組織を基盤として，

1）胎動期　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住民内部にサブグループが形成される。住民の規模や異

　外部からの何らかの力に対して，コミュニティ内部の　　　質性が大きい場合，意志疎通を実質的なものとするため
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 には，サブグループ単位の説明会の開催と，住民間の信

 頼関係を維持するための会議内容の公開が必要となる。

 3）共通認識形成期

 　住民たちが共通に持っている意識を探り出し，合意の

 基盤を形成していく段階。下からの積み上げによる合意

 形成を実質的なものにするためには，住民各自の持つ意

 向の共通部分を相手の文脈の中で理解し，共有すること

 が基本となる。地区計画の場合，合意の内容が私権の制

 限に直接かかわるため，この段階は特に重要といえる。

 「まちづくり憲章」等が締結される場合がある。

 4）住民合意の形成期

 　住民各自が互いに合意可能な内容を詰めていく段階。

 共通認識の共有による各自の認識枠組みの変化の過程を

 経て，コミュニティの規範が形成される。住民各自が合

 意でき，しかも居住環境の保全が可能となるような水準

 が，一応の目安となる。この過程において，地域杜会は

 地域空間の認識を自らの手に取り戻す，といえる。「ま

 ちづくり提案書」「地区計画要望書」などが提出される

 場合がある。

 5）都市計画決定期

 　住民の合意を踏まえて，行政から地区計画の原案の広

 告・縦覧（都市計画法16条）及び案の広告・縦覧（都市

 計画法17条）がなされ，意見書の提出期間，都市計画審

 議会の答申を経て，都道府県知事の承認を受ける。

 5．4地域空間の維持管理を可能とするメカニズム

 　地区計画は計画地域内の総意を基礎とし，これを制度

 化することによって，計画地域の内外に対し影響力を発

 揮せしめる制度である。通常，その策定及び運用に当た

 っては，計画地域における住民の総意を代表できる社会

 的単位，すなわちコミュニティの存在が不可欠である。

 　笹屋町地区では合意の形成が容易となるように，当初

 から町内会単位を計画地域として想定し，運動を展開し

 ている。地区計画策定を目的とした組織は町内会の下部

 組織として結成され，同じく町内会の下部組織たる婦人

 会の協力を得，町内会の下位組織たる組単位を活用して

 行われた。専門知識による裏付けと情報の伝達は専らリ

 ーダーたちの学習・広報活動によった。彼らにとっての

 最大の問題は，ワンルームマンション入居者等によって

 コミュニティの社会生活を乱されることであり，まちづ

 くり運動は町内社会を乱す者への対抗運動であった。計

 画策定後は町内会による地域社会の維持が継続される等，

 地区計画が想定したモデルに最も適合的なケースといえ

 る。
 　東めじろ台地区は2つの町内会にまたがるやや広い地

 域を計画単位とする。これは分譲当時の不動産業者によ

 る開発単位であり，同時に，開発による不利益を共通に

 する単位でもある。町内会は地区計画策定にかかわって

 各段階の概念図
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 図5－1  合意形成過程の一般モデル
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 いない。計画策定の過程は笹屋町地区と類似しているが，

 まちづくり活動が新たなコミュニティの形成へと展開し

 た点，及び，住民のライフサイクルを考慮しながら地域

 空間の維持管理を柔軟に行っていこうとしている点はよ

 り発展的である。サバーバニズム舳と呼ばれる生活様

 式を前提に，地域内の共通問題を核として活動を展開し

 ているところに，この事例の特徴がある。

 　計画単位が広く，混住化を特色とする自由通り地区で

 は，合意形成及び地域空間の維持管理の実質的な担い手

 が，新規来住層からなる有志組織であり続けた点が，極

 めて特徴的である。区当局による用途地域変更が現実に

 は存在しない区民からの陳情書を根拠に行われたという

 事実が，彼らを立ち上がらせた。各住民層に共通する意

 向を基礎としながら活動を展開，住民各層の持つ地域空

 間に関する認識枠組みの変容を経て，住民総意は成立す

 る。住民総意を勝ち取る過程で地域社会に共有された価

 値観（≒規範）の存在を根拠として，計画策定後も有志

 による地域空間管理の活動が継続し，一応の成果を上げ

 ている。彼らの活動は，コミュニティ形成が困難な地域

 における住環境保全活動の可能性を示している。

 5．5　目標実現の技術としての合意内容のセット

 　環境保全を目的として住民がルールづくりを進める場

 合，①地区計画，②建築協定及びまちづくり協定等があ

 り，また，より抽象的・一般的なものとして③まちづく

 り憲章，まちづくり宣言等がある。空間利用のルールを

 定める理論としては，①は行政が垂直的に都市計画規制

 を行うことを住民間の合意により期待するもので，②は

 住民間の合意内容を制度的に担保するものである。①は，

 原則的に公的，永続的な都市計画決定で，一度決定され

 ると住民の側から内容の改変を求めることは難しい。従

 って，締結実現を優先するならば，内容はあまり厳しく
 　　　　　 ないものに留まらざるを得ない。これに対して②は，あ

 くまで住民間の取り決めであり，地域社会をめぐる状況

 の変化に応じて合意内容（範囲・期問・内容等）を改変

 することは十分に可能である。環境保全型の事例の中に

 は，これらの性格を踏まえて，地区計画によりやや緩や

 かな規制を行い，将来的に発生が見込まれる変化への対

 応の余地を残すと同時に，建築協定でより細かで厳しい

 規制を行うことによって，地域空間の使われ方を担保す

 ることがある。これは，公的な規制と民民の取り決めを

 上手に組み合わせることによって，地域社会への負担を

 最小限に抑えつつ，地域空間の維持管理を地域社会によ

 って行うことを可能にするための，実践的な技術といえ

 る。②建築協定及びまちづくり協定や③まちづくり憲章，

 宣言等の使われ方は，地域社会の特性によって大きく左

 右される。具体的には，②の建築協定のように建物の高

 さや敷地面積の最低限度から建ぺい率や容積率に至るま

 で詳細に規制するケースと，③のように「良好な居住環
 　　　　　　　　　 境を保全する」等の暖味な規定に留めるケースが存在す

 る。

 　地域コミュニティがまちづくり運動を担うに足る存在

 である場合，合意形成は住民の共通意識を基礎とし，実

 質的な合意形成過程を経て規範化を行うことが可能であ

 り，また，必須となる。この場合には，住民間の意思疎

 通によるきめ細かな合意が可能なので，具体的な数値の

 規定を合意内容に盛り込むことも不可能ではない。これ

 に対して，コミュニティの存在を期待できない場合には，

 具体的な項目に関する合意を獲得することが困難であり，

 活動目標は抽象的表現に留まることが多い。

 　住民間の取り決め項目の中に具体的な規定が存在する

 場合，地域内外を問わず住民の土地利用行為を制眼でき

 る。しかし，規定が抽象的な表現に留まる場合，これを

 絶対的な根拠として土地利用行為を規制することは不可

 能である。明文規定を持たない民民の取り決めが現実的

 な影響力を持つためには，これを根拠付ける論理と具体

 化する行動を要する。自由通り地区におけるそれは，有

 志の活動が幾多の困難を乗り超えて地域住民全体の合意

 を取り付けた事実であり，これを理論的根拠とした有志

 住民の活動であった。そして彼らの活動は，外部主体に

 よる生活環境の侵害に対して，一応の成果を上げてきた。

 　ただしこの方法は万能ではない。特にコミュニティ内

 部からの逸脱者への対応の点で，大きな限界を抱えてい

 る。この地域における合意は，抽象的な文言に対する

 「玉虫色」の合意だからこそ成立可能だったのであり，

 その解釈及び具体的な運用に関する明示的な合意は成立

 していない。しかし，必要が生じたときには合意内容の

 具体的運用に関する合意を形成しなければならない。こ

 こで論理的な矛盾が顕在化する。この問題は，おのおの

 の住民に対して合意の理論的帰結を説き，了解を得るこ

 となしには解決できない。こうした活動は立場の中立性

 及び高度な専門性を要するため，住民有志の手には余る。

 行政職員または専門家による継続的支援が必要とされる

 ゆえんである。

 5．6小　括

 　笹屋町地区及び東めじろ台地区における地区計画策定

 の過程は，担い手としてのコミュニティ　（の存在あるい

 は形成）を背景としたまちづくり活動であり，極めてオ

 ーソドックスなタイプといえる。これに対し自由通り地

 区の活動は，コミュニティ形成が困難な混住化地域にお

 いて，住民総意を“創り出し’’，住民有志による地域空

 間の維持管理を可能にした点に大きな特徴がある。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（天野徹）

－221－



 6．「住民的公共性」の成立条件

 6．1仮説の提示

 　3．3に挙げた課題に取り組むに当たって，仮説として

 次の2つの条件を掲げる。すなわち，第1に，多数決原

 理の採用注9)によって意思決定方式における形式性が，

 第2に，実践的討議を通じた合意形成によって意思決定

 過程における実質性が，それぞれ確保されたときに，住

 民集団の共通意思は，合法性と正当性とを獲得し，地区

 計画として都市計画決定がなされるにふさわしい公的な

 性格を付与され得ると想定した。本章では，主として自

 由通り地区の事例に即して，この仮説の妥当性を吟味し，

 いわば，国家的（＝垂直的）公共性に対する住民的（＝

 水平的）公共性の成立条件について，より実証的に検討

 を加えてみることとしたい。

 6．2意思決定方式における形式性について

 　すでに名和田が指摘している通り注10)，調査対象の3

 地区においても，地区計画の策定に関しては，実質的に

 は住民の全員一致によって意思決定がなされていた。ま

 た，自由通り地区のように，街づくり協議会の規約に意

 思決定方式が規定されておらず，総会における議決は実

 際には拍手による承認という形を取った事例もみられた

 ことから，住民集団の共通意思に公共性が付与されるた

 めの形式的条件として多数決による意思決定を挙げるこ

 とは，実証的には裏付けられない。

 　このことは，街づくり協議会等の住民組織（以下，

 「協議会等」という）が本来的に有する，意思決定主体

 としての眼界に起因しているように思われる。というの

 は，協議会等は，自治体への「街づくり提案書」の提出

 を求められるなど，実質的には，地区計画の原案を作成

 する主体として機能することを期待されているにもかか

 わらず，通常，法的根拠を有しない任意団体に過ぎない

 ため（条例に根拠を持つ神戸市や世田谷区の事例はむし

 ろ例外的である），本来は，地区住民が単に自己の見解

 を述べる場でしかなく，公式の意思決定主体とはなり得

 ないからである。すなわち，住民は，あくまでも個人の

 資格で協議会等に参加するのであり，地区の代表として

 出席する訳ではないため，地区住民全体の利害にかかわ

 る事項について，協議会等が，仮に出席者の多数決によ

 って意思決定を行ったとしても，その決定自体には何ら

 の正当性も付与され得ない。法的根拠に基づかない住民

 組織による意思決定は，たとえ多数決という形式的条件

 が充足されたとしても，合法性によって正当化されるこ

 とは望めないのである。

 　それゆえ，地区住民の全員出席による協議が現実には

 困難である以上，協議会等は，地区計画の原案作成に当

 たっては，表立って反対する者が出ないよう住民間の合

 意形成に極力配慮した上で，地区住民の最大公約数的な

 要求，ないし住民間で妥協が可能な事項のみを採用する

 ことにならざるを得ない。要するに，協議会等の意思に

 公的な性格が付与されるためには，文字通り，それが地

 区住民の総意であることが必要とされるのである。逆に

 いえば，もとより合意形成が困難な住民の私権制限に深

 くかかわる事項については，任意団体に過ぎない住民組

 織には立ち入ることがかなわないということになろう。

 　例えば，自由通り地区では，第1種住居専用地域から

 第2種住屠専用地域への用途地域の変更に伴う容積率緩

 和に反対する住民運動が契機となって地区計画が策定さ

 れる運びとなったにもかかわらず，実際には，「地区整

 備計画」で建築物の高さの最高限度が12mと定められ
 　　 るに止まり，より厳格な私権の制約となる容積率制隈は

 回避されざるを得なかった。そこで，次善の策として，

 「地区計画の方針」の中に，「住民が安心して住み続け

 られることを基本とし，住環境を悪化させる要因の排除

 に努める」という抽象的な努力規定が盛り込まれること

 になったという。

 　従って，住民集団の共通意思に公共性が付与されるか

 否かは，第2に掲げた条件，すなわち意思決定過程にお

 ける実質性いかんにかかってくることとなろう。住民主

 導型の地区計画においては，まさに、住民の主体的，自

 律的な合意形成の過程それ自体に，正当性の唯一の源泉

 が求められるのである。

 6．3意思決定過程における実質性について

 　地区計画の策定において，住民集団の意思決定過程に

 おける実質性，すなわち地区住民による主体的な合意形

 成を担保するには，3地区の事例を見た限りでも，住民

 に対する情報提供の徹底と参加機会の保障が欠かせない

 ことが分かる。自由通り地区を例に取れば，前者につい

 ては，住民説明会の開催，街づくりニュースの発行等が，

 また，後者については，アンケート調査の実施，骨づく

 り協議会の総会・運営委貝会の開催に加え，地区を3分

 割してブロック別懇談会が開かれたことが挙げられよう。

 更に，非公式な形ではあれ，コンサルタントらによる住

 民への個別の説明等も適宜行われた。

 　このような手統を通して住民間の実質的な討議が保障

 されたからこそ，公的性格を付与するに足る地区住民の

 共通意思として，「街づくり提案書」を取りまとめるこ

 とがかなったともいえよう。

 　ところで，先に，協議会等の意思決定は地区住民の総

 意に基づくことが必要であると述べたが，住民に対して

 如上の情報提供の徹底と参加機会の保障が図られ，なお

 かつ住民間で一応の討議が尽くされた事項については，

 積極的な反対者が現われない場合には全住民の同意が得

 られたものと見なす，「黙示の承認」という擬制を用い

 ることは可能であろう。例えば，自由通り地区では，地
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 区住民約2000人に対して，協議会の運営委員会で実際に

 「街づくり提案書」の取りまとめに当たった住民はたか

 だか10名前後に過ぎなかったのだが，上述の手続が踏ま

 えられた後は表立ってその内容に異議を唱える住民が見

 られなくなったため，協議会の総会において「街づくり

 提案書」が承認される運びとなったものと理解される。

 もっとも，笹屋町地区のように小規模で世帯数が少ない

 場合には，このような擬制が用いにくくなるために，全

 住民の明示的な同意が必要となってくる。実際，世帯数

 40戸の同地区では，地区計画策定の要望書を市に提出す

 る際，ほぼ全戸の承諾印を得ている。

 　最後に，自由通り地区の事例で最も注目されるのは，

 地区計画には先述の抽象的な努力規定しか置かれていな

 いにもかかわらず，容積率を用途地域変更前の数値以内

 に抑えるという暗黙の了解が住民間に存在し，対内的の

 みならず対外的にも事実上の規範力を及ぽしている点で
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ある注11)。更には，驚くべきことに，地区計画を盾にし

 て，企業に対し，ファミリー・レストラン等の地区内へ

 の進出を断念させ，あるいはコンビニエンス・ストアの

 深夜営業を自粛させることにまで，同地区の住民は成功

 しているのである。このことに，いわば，「資本の論理」

 に対抗する「コミュニティの論理」を見て取ることもで

 きよう。思うに，地区計画の策定に至る合意形成の過程

 それ自体が，住民間の暗黙の了解にまで地域社会の公的

 意思としての正当性を付与し，このような事実上の規範

 力を担保し得ているのではなかろうか。

 6．4新たな課題

 　本章の締めくくりに代えて，以上の考察の過程で新た

 に逢着した2，3の課題について論及しておきたい。

 　第1に，まちづくりにおいて地域住民の主体的契機を

 より積極的に活用しようとする立場に立てば，まちづく

 り協議会等の住民組織を地域社会の公的意思の担い手と

 して公認し，これに意思決定方式における形式性まで具

 備させる戦略が採用されよう。例えば，神戸市や世田谷

 区のようにまちづくり条例によって協議会等の設置を制

 度化した上で，更に一歩進めて，協議会等の委員を地区

 住民から公選するなどの方法が採られ得る。しかしなが

 ら，意思決定方式における形式性の担保が，かえって意
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 思決定過程における実質性を縮減するおそれを孕んでい

 ることも見逃してはなるまい。

 　第2に，意思決定過程における実質性が一定の条件の

 もとで確保された場合には「黙示の承認」という擬制が

 使用できると述べたが，個別・具体的な事例においては，

 その都度，このような擬制の妥当性が吟味されなければ

 ならない。擬制の誤用は，当然に，実質的な合意形成を

 損なうことになるからである。自由通り地区においても，

 「街づくり提案書」の内容に必ずしも賛同した訳ではな

 い地主層に対してまで「黙示の承認」を擬制したことが，

 果たして，また，いかにして正当化され得るのか問われ

 ることとなろう。

 　第3に，住民集団の共通意思に公共性が付与される条

 件として，意思決定過程における実質性に加えて，決定

 された意思すなわち合意内容それ自体までもが実質的に

 問われるべきかどうか－少なくとも「黙示の承認」の妥

 当性を判断する際には－問題とされよう。この点に関す

 るより立ち入った検討は，次章に委ねることとしたい。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（東郷佳朗）

 7．まちづくりの協議過程と住民の共通認識

 7．1合意形成の場としてのまちづくり協議会

 1）任意団体としての協議会

 　自由通り地区には住民の協議団体たる「街づくり協議

 会（以下協議会と呼ぷ）」が存在する。地区住民は協議

 会を通じて，まちづくりとかかわることとなるが，これ

 は法律にも条例にも規定のない任意団体であり，構成員

 の要件は緩やかである注12)。この緩やかさは，多様な住

 民の層を協議過程に含めていこうとする意向を反映した

 ものである。協議会の規約や運営方式については，区の

 募集に応じた住民からなる世話人会並びに運営準備会に

 よって検討されており，如上の最も基本的な事項に関し

 て住民の意向が組み入れられていることは注目に値する。

 2）協議会の活動内容

 　協議会の活動の内容には，①地区計画を通じてのまち

 づくりに関する住民間協議の場となること，②地区計画

 を通じてのまちづくりに関する自治体との協議を行うこ

 と，③「街づくり提案書」（地区計画要望書）の自治体

 への提出を行うこと，などがある。協議会内部には，協

 議会総会，運営委員会が設置されている。後者は協議会

 の運営を検討・協議する機関であり，前者は協議会会員

 がまちづくりに関して協議する場である。このほかにも，

 地区計画対象地域を3分割して協議を行う地区別懇談全，

 コンサルタントによる個別ヒアリングが実施されている。

 7．2協議過程の分析

 1）土地利用意向の相違

 　住民間の利害の調整という，合意形成過程における最

 も困難な局面は，もっぱら私権行使主体としての個個の

 住民の土地利用意向の相違をならしていく過程である。

 土地利用意向は，単純化すれば，高度利用をするか否か

 に二分されるが，一般的にはこれらの意向に，個個の私

 権行使主体の経済的利益への関心が反映されるといえよ

 う。

 　すなわち，自已所有地に，高度利用による個別経済的

 利益貫徹の可能性が認められる場合には，当該土地所有

 権者が高度利用の意向を有することが仮定され得る。逆
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 に，狭小土地所有権者は上記の可能性を見いだし得ず，

 自らが属する地域の土地全般についても，その高度利用

 よりも良好な居住環境の整備・保全に関心を向けること

 が多いだろう。

 2）地区計画策定の過程での説得カ

 　異なる土地利用意向間の調整には，諸諸の利害を一定
 　　　　　 の方向へと収斂させる説得力ある議論が不可欠となる。

 　合意形成過程における主導権を握るのは，説得力ある

 論拠に基づく議論を展開し得る者である。自由通り地区

 において主導権を握ったのは，良好な居住環境の保全を

 主張して協議会に参加した新住民層であった。彼らは，

 争点となった建築物の高さ制限について，「高さ制限が

 12mであっても，容積率は200％以下には規制されず，

 将来の建築可能性を阻害するものではない」，「計画対象

 地域の商店街の平均的敷地面積では，用途地域を第2種

 住居専用地域並にしても，容積率のアップ分は利用でき

 ない」，「高さ制限を第2種住居専用地域並に緩和して容

 積率が上がれば，税負担が過重になる」ことなどを，コ

 ンサルタントによる個別訪問や，街づくりニュース等を

 媒介に幾度も主張している注13)これらの主張は，コン

 サルタントの専門的知識を論拠とする説得活動であり，

 都市計画の門外漢である住民に大きな影響を与える。例

 えば，当初運営委貝会に数多く参加した商店主層の委員

 会での活動が次第に鈍化した要因は，容積率緩和が自ら

 の経済的利益の貫徹に必ずしも結び付かず，場合によっ

 ては不利に働きかねないことを上記の説得によって納得

 したことであろう。都市設計，建築に関する専門的知識

 を説得的に活用し得たことが，新住民層の主導権獲得の

 要因の1つである。

 7．3協議参加者の認識枠組の変化

 　目黒区が地区計画素案で「建築物高さ制隈12m」を打

 ち出したこともあり，街づくり提案書の策定過程では，

 当初から建築物の高さ制限が大きな争点となっている。

 　制限をせめて15mに緩和したいという側（旧農家地

 権者，商店主層等の旧住民層）は，運営委員会に多くの

 人数を送り込んでいる。運営委員会発足当時の委員総数

 は29名であったが，その半数は制限の緩和を求める意向

 を有していたとされる。しかし，地区別懇談会での説明

 やコンサルタントの個別説明，街づくりニュ…スによる

 説明等で，商店主層は制限緩和のメリットがないことを

 認識する。

 　やがて運営委員会の中で制限緩和を強硬に主張するの

 は2名の旧農家地権者のみとなるが，街づくり提案書案

 が協議会総会で承認される時点では，彼らは運営委員会

 にも協議会総会にも参加していない。ただし，旧農家地

 権者層の「高さ制隈を15mにしてほしい」という意見は，

 提案書提出の時点まで変わらなかった注14)。この間，運

 営委員会は，協議会総会における街づくり提案書案の承

 認を拍手によって採っている。次節では，提案書に結実

 した合意内容の正当性について考察を加える。

 7．4合意内容の正当性と地区全体の「共通認識」

 　街づくり協議会は任意団体であり，その合意形成の手

 法の客観的規準の策定主体は私人たる住民自身である。

 　その規準は，厳格な法的規準とは異なる緩やかなもの

 とならざるを得ない。住民間合意の結実である街づくり

 提案書が都市計画決定によって承認される，ということ

 は住民の自律性に基づく自己決定が公機関（都市計画審

 議会）によって認証され，公共性を獲得することを意味

 する。しかし，協議会決定の地区全体に対する拘束性が

 問題となる。協議会への住民参加手続は入念に準備され

 てはいるが，任意団体たる協議会の決定が，手続上の正

 当性のみを根拠として地区全体（非協議会員を含む）に

 も拘束性を有するか否かの判断は，避けては通れない問

 題である。また、協議会が本来有するべき性質からして

 も，決定の正当性は手続面以外からも考察されねばなら

 ない。手統的正当性以外の判断規準として，合意内容そ

 れ自体の正当性が問われよう。

 　いかなる合意内容に正当性が付与されるかの検討は今

 後の課題とせざるを得ないが，ここでは，協議会がこの

 問題にいかに対処したかを検討したい。協議会は，住民

 間に遍在する住まい方についてのコンセンサスを住民の

 「共通認識」としてまとめ上げ，これにより合意内容の

 正当性の根拠付けを図ったように思われる。共通認識は，

 望ましい土地利用並びに自由通りの将来イメージに関す

 る目黒区の調査注15)や，協議会の地区別懇談会，個別訪

 問で住民から出された意見をもとに協議会事務局がまと

 めたものであり，協議の前提として説明会やまちづくり

 ニュース等でしきりに強調されている。その内容は，①

 この地区に今後も住み続けたい，②現在の土地・住居を

 維持し，手放したくない，③戸建住宅地としての地区の

 性格が変わらないことを希望する，といったものであ

 る注16)。これをもとにして，「住み続けられる街づくり」

 が地区計画に向けてのコンセンサスとして協議会事務局

 より打ち出される。目黒区の行った調査は，地区全体を

 対象とするものであり，従って協議会内部のみでなく自

 由通り沿道地区全体の総意の表れとして位置付けられる。

 つまりここで，協議会での合意は，地区全体の非協議会

 員をも含む住民間の共通認識を前提として形成されたも

 のとされる。そして，共通認識を基礎にして形成された

 協議会内での合意は，地区全体の総意をも反映すると想

 定されることにより，単なる協議会内の合意を越えた正

 当性を主張するに至るのである。　　　　（宗野隆俊）
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 8．まとめ

 　本研究は，環境保全型地区計画の策定プロセスにおけ

 る合意形成の在り方について考察した。

 　その結果，既成市街地において住環境保全を目的とし

 た土地利用の制限を住民主導で実現している事例が認め

 られること，合意形成過程は5段階に区分され，各段階

 に満たすべき要件が存在すること，地区特性によって合

 意形成及び空間管理の方法論が異なること，住民集団の

 共通意思は，主体的な合意形成の過程を踏まえることに

 よって，都市計画としての公共性を付与されること，合

 意内容が正当性を獲得するためには住民の共通認識の存

 在が前提となること，が分かった。

 　今後，更に多事例の分析を行い，考察を深めたい。

 ＜注＞

 1）文献7，pp．413～414，文献8，pp．452～456．
 2）現在の担当者を基本とし，必要があれば当時の担当者の協力

 　　を依頼した。
 3）住民たちは，共通した生活上の問題解決のために町内会・自

 　　治会などの地域集団にかかわることはあっても，必ずしも地
 　　域内で密度の濃い人間関係をつくるには至らないことが多い。
 　　彼らの人間関係は，個個人の選択を経て形成されており，居
 　　住地域を越えた形で展開することが多い。
 4）旧住民層は町内会・自治会を中心として地域社会に対し暗然

 　　たる影響力を持ち，商店主たちは商店街を基盤として影響力
 　　を行使する。従って，各層間が利害をともにすることはなく，
 　　中でも新規来住層の立場は相対的に弱い。彼らは地域社会の
 　　中に確たる活動基盤を持ち得ず，このために，自らの関心に
 　　基づいたアソシエーションあるいはネットワークを基盤に活
 　　動を展開する。
 5）奥田道大は地域社会の類型として①「地域共同体モデル」（行
 　　動体系において主体的，価値意識において特殊的で，そのイ
 　　メージは「村落の旧部落，都市の旧町内といった，共同体的
 　　　（ムラ的）規則の支配する，伝統的社会），②「伝統的アノミ
 　　ーモデル」（行動体系において客体的，価値意識において特殊
 　　的で・伝統型地域無関心層を住民とする大都市近郊農村地帯
 　　などの解体地域），③「個我モデル」（行動体系において客体
 　　的，価値意識において普遍的で，シビル・ミニマム的な権利
 　　意欲を自覚した住民，特に新規来住，新中間層，高学歴層，
 　　若年齢層などで構成される大規模団地地区など），④「コミュ
 　　ニティモデル」（行動体系において主体的，価値意識において
 　　普遍的で，地域社会を生活基盤と考える住民が，連帯してこ
 　　れを創り上げていこうとする）を提起し（文献3，p．28），対
 　　応するリーダー類型として①名望家型リーダー，②役職有力
 　　者型リーダー，③活動家型リーダー，④－a調整型リーダー，
 　　⑤－b有限責任型リーダーの4つを挙げている（文献4，p．
 　　201）。
 6）例えば，文献5，pp．114～116
 7）文献1，pp．165～166
 8）文献2，pp．134～136
 9）川島武宜によれば「多数決によって形成された意思（構成員
 　　に共通する集団の公共的な一般意思）は，個々の構成員の私
 　　的な意思とは区別される固有の存在であり，当該団体の固有
 　　の意思である」とされる（文献7，p．441）。
 10）前注の川島の見解にもかかわらず，「都市部のコミュニティ組
 　　織においては，規約上多数決を規定している場合も（神戸真
 　　野地区のまちづくり推進会のように規約に多数決を規定して
 　　いない場合もある），現実には多数決を回避するのが望ましい

 　　とする了解が存在し，実際にも全員の合意を得ながら事業が
 　　進められることが多い」という（文献7，p．442）。
 11）例えば，地区内の大規模敷地にマンションの建設を計画した
 　　開発業者に対して，容積率を200％以下に守ることを申し入れ
 　　ている。
 12）協議会運営規約第4条によれば，「協議会は，別紙『区域図』
 　　に示す自由通り沿道地区内の関係住民（土地・建物所有者及
 　　び居住者等）のうち参加を希望する者を会員として構成する。
 　　なお，上記要件を満たす者は，随時会員となることができ
 　　る。」
 13）自由通り沿道地区街づくり協議会事務局発行「自由通り沿道
 　　街づくりニュース」第2号を参照
 14）目黒区都市計画部都市整備課「自由通り沿道八雲地区におけ
 　　る用途地域の見直しと地区計画策定の経緯について」p7．を
 　　参照
 15）目黒区都市計画部「自由通り沿道地区地区計画策定基礎調査
 　　報告書」を参照
 16）「街づくりニュース」第5号を参照
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